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2016年度個人所得税申告書提出期限の延長
 
2016年度個人所得税申告書の提出期限（2017年3月31日）が迫るなか、国税総局長は当該期限を2017年4月
21日まで延長する国税総局長令 No.KEP-87/PJ/2017を公布しました。当該令に基づき、当該延長期間中に
提出される納税申告書に対して過料は課されません。ただし、納税額の不足部分は依然として2017年3月31日
までに納付されなければならず、そうでない場合は延滞税が課されます。 
 

タックス・アムネスティ年度報告書
 
国税総局長は、プレス・リリース2017年第12号及び2017年3月29日付けの国税総局長規則 No.PER-
03/PJ/2017（以下、「国税総局長規則第3号」）を通じて、タックス・アムネスティ年度報告書に関するさらなる規
定を通達しました。 
 
年度報告書のフォーマット
 
年度報告書は以下のフォーマットに従って提出しなければなりません。 
 税務署に直接提出する場合：ハードコピー及びソフトコピー（例えば、CDまたはフラッシュドライブ） 
 特定チャネル（将来的な技術革新に基づくもので、現状ではまだ利用できないチャネル）を通じて提出する
場合：電子文書 

 

また、国税総局長規則第3号では、年度報告書のテンプレートの改訂が規定されています。当該規則発効以前

に年度報告書を既に提出した納税者も含め、すべての納税者は、当該規則発効後の最初の報告年度におい

て、この新たなテンプレートを使用しなければなりません。 
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資産情報の基準日（カットオフ・デート）
 
年度報告書に含まれる資産情報は、年度報告書提出前の直近の会計年度末日時点の情報です。つまり、年度報告書の提

出日が2018年3月31日である場合、納税者の会計年度が暦年（1月から12月）であれば、資産情報は2017年123月31日現在

の情報となります。 
 
ただし、最初の年度報告書では3年間の制限期間（すなわち、オフショア資産送還の場合はオフショア資産送還日からの3年

間、および/またはオンショア資産申告の場合はタックス・アムネスティ承認書（Surat Keterangan Pengampunan Pajak、

以下「SKPP」）の日付からの3年間）の末日現在の情報を開示しなければなりません。 
 
国税総局長規則第3号では、報告期間の一例が以下の通りに示されています。 
 

オンショア資産の申告 1回目の報告期間 2回目の報告期間 3回目の報告期間 4回目の報告期間 

SKPP発行日が 

2016年10月10日 

2016年10月10日 – 

2017年12月31日   

(14ヶ月) 

2018年1月1日 – 

2018年12月31日 

(12ヶ月) 

2019年1月1日 –  

2019年10月9日 

(10ヶ月) 

 

SKPP発行日が 

2017年4月10日 

2017年4月10日 – 

2017年12月31日   

(9ヶ月) 

2018年1月1日 – 

2018年12月31日 

(12ヶ月) 

2019年1月1日 –  

2019年12月31日 

(12ヶ月) 

2020年1月1日 – 

2020年4月9日 

(4ヶ月) 

 

オフショア資産の送還 1回目の報告期間 2回目の報告期間 3回目の報告期間 4回目の報告期間 

送還期限日が  

2016年12月31日 

2016年12月31日 – 

2017年12月31日   

(12ヶ月) 

2018年1月1日 – 

2018年12月31日 

(12ヶ月) 

2019年1月1日 –  

2019年12月31日 

(12ヶ月) 

 

送還期限日が  

2017年3月31日 

2017年3月31日 – 

2017年12月31日   

(9ヶ月) 

2018年1月1日 – 

2018年12月31日 

(12ヶ月) 

2019年1月1日 –  

2019年12月31日 

(12ヶ月) 

2020年1月1日 – 

2020年3月30日 

(3ヶ月) 

 
 
提出期限
 
納税者は以下の期限日までに年度報告書を提出しなければなりません。 

 最初の年度報告書の提出期限日は、2017年度年次所得税申告書（AITR）提出期限に従い、個人納税者の場合は

2018年3月31日、並びに会計年度が暦年（1月から12月）の法人納税者の場合は2018年4月30日である。 

 以降の年度報告書の提出期限日は、同様に以降の年次所得税申告書の提出期限に従うこととする。 
 

従来の規定通り、当該期限日を厳守できなかった場合、税務署が警告書を発行することになり、納税者は警告書の日付か

ら14営業日以内に年度報告書を提出しなければなりません。14営業日以内に提出がなされない場合は、以下の措置が取ら

れます。 

a. タックス・アムネスティ資産申告書（Surat Pernyataan Harta untuk Pengampunan Pajak、以下「SPHPP」）にて申告

された純資産が2016会計年度の追加所得としてみなされ、所得税（法人の場合は法人税）の課税対象となり、さらに過

料が月2%の徴収率で、2017年1月1日から起算して税務査定書が発行されるまでの期間（最大で24ヶ月間）において徴

収される。これに加え、 

b. 以前に納付されたRedemption Money（租税特赦納付金）は、追徴課税額と相殺される。 
 

さらに、国税総局長規則第3号では、納税者が以下のいずれかの事項を規定通り実施しなかった場合、税務署が納税者に

対し税務調査を行うことができると規定されています。 

a. 申告されたオフショア資産を期日までに送還し、インドネシア国内で指定された形態で投資を行うこと、および/またはオ

フショア資産を指定された期間においてインドネシア国内で保持すること、 

b. 上記（a）に関連する警告書に対し回答すること、または 

c. 警告書にて指定された期日までに年度報告書を提出すること 



 
TaxFlash No.04/2017 
PwC Page 3 

 

この税務調査は、SPHPPで申告された純資産を2016会計年度の追加所得としてみなすことを目的に、税務査定を行うため

の手段となるものと考えられます。 
 

不動産投資ファンドにかかる税金のアップデート
 
不動産投資ファンド形態の特定の集合投資契約（Kontrak Investasi Kolektif – Dana Investasi Real Estate、以下「KIK-
DIRE」）を対象とする所得税に関する政府規則2016年第40号の規定では、KIK-DIREまたは特定目的会社（SPC）への不
動産資産の譲渡により受け取った又は取得した所得は、譲渡された不動産の総資産価値に対する0.5%の最終課税/源泉
分離課税（final tax）の課税対象となります。 
 
2017年3月6日、財務大臣は、このfinal taxの納付及び報告手続（土地・建物譲渡時の一般手続に類似する）に対するさらな
る規定を設けるために、財務大臣規則 No.37/PMK.03/2017（以下、「財務大臣規則第37号」）を公布しました。 
 
財務大臣規則第37号の公布により、KIK-DIREにかかる所得税及び付加価値税（VAT）について規定した従来の財務大臣
規則 No.200/PMK.03/2015（財務大臣規則2015年第200号）における矛盾する条項が廃止されます。  
 
KIK-DIREに関するVATの処理には変更はなく、依然として財務大臣規則2015年第200号の規定に基づきます。つまり、
KIK-DIREは、VAT暫定還付申請の資格を有する、低リスクのVAT課税対象事業者であるとみなされます。 
 
この特別税率を適用する納税者は、0.5%のfinal tax納付証明のほかに、以下に示す全ての根拠文書をfinal tax申告書に
添付しなければなりません（以下の全ての根拠文書は、低リスクVAT課税対象事業者認定申請時に提出する文書と同様）。  

a. 金融サービス庁（Otoritas Jasa Keuangan、以下「OJK」）が発行するKIK DIREの登録通知書のコピー、 

b. 納税者がKIK DIREスキーム下の特定目的会社である旨を説明する、OJK発行の証明書、及び 

c. 特定目的会社がKIK DIREスキームのみを目的として設立された旨を記載する、印紙税課税対象書類 
 
 

租税情報交換に関する規定のアップデート
 
租税情報交換メカニズムの発展に伴い、インドネシアが遵守を表明した新たな国際的合意における租税情報交換条項を施
行するために、インドネシア財務大臣は2017年3月6日、国際合意に基づく租税情報交換手続に関する財務大臣規則
No.39/PMK.03/2017（以下、「財務大臣規則第39号」）を公布しました。当該規則の公布により、既存の規則（即ち、財務大
臣規則 No.60/PMK.03/2014（財務大臣規則2014年第60号）、並びにこれを改正する後続規則としての財務大臣規則 
No.125/PMK.010/2015（財務大臣規則2015年第125号）及び金融サービス庁長官規則 No.25/POJK.03/2015（金融サー
ビス庁長官規則2015年第25号））は整理され、単一の規則に統合されます。 
 
租税情報交換の主要な手続は、財務大臣規則2014年第60号及び2015年第125号で規定される手続から変更はありませ
ん。財務大臣規則第39号におけるその他の主な変更内容は以下の通りです。 

a. 年間ベースで実施される自動情報交換メカニズムを通じた交換対象の文書に、国別報告書（CbCR）が新たに含まれ
る。これは、インドネシアが2017年1月26日に調印した、国別報告書に関する多国間主管当局間合意に沿ったものであ
る。 

b. 租税情報交換は、租税回避、脱税または租税条約の濫用を防止することに加えて、今後は税務規定遵守に関する情
報収集の手段としての活用が想定されている。 

c. インドネシア財務大臣は、インドネシア国内における租税情報交換を管轄する主管当局（Competent Authority）の任
命を行う予定である。 

d. インドネシア国税総局長は、税務情報の根拠として、租税情報交換メカニズムを通じて交換された税務関連データ及び
情報を利用する予定である。 

 
また、財務大臣規則第39号では、金融機関における外国顧客の金融口座に対する租税情報交換手続を一本化することを
目的として、金融サービス庁長官規則2015年第25号に基づく複数の条項が取り入れられています。同様に、財務大臣規則
第39号では、金融サービス庁長官規則2015年第25号で規定される金融機関、外国事業体および外国顧客の定義を採用し
ています。金融サービス庁長官規則2015年第25号で規定される通り、金融機関は外国顧客に関する必要情報を特定し、そ
れを国税総局長に直接提出、または金融サービス庁長官を通じて提出しなければなりません。 
 
具体的な情報交換手続、主管当局間協議、インドネシア国外での税務調査、並びに国内外同時税務調査に関する実施細
則は、別個の国税総局長規則にて規定される予定です。 
 
 
 

http://www.pwc.com/id/en/taxflash/assets/taxflash_2014-07.pdf
http://www.pwc.com/id/en/taxflash/assets/taxflash_2014-07.pdf
http://www.pwc.com/id/en/taxflash/assets/english/2015/taxflash-2015-22.pdf
http://www.pwc.com/id/en/taxflash/assets/english/2015/taxflash-2015-22.pdf
http://www.pwc.com/id/en/taxflash/assets/english/2016/taxflash-2016--02-r.pdf
http://www.pwc.com/id/en/taxflash/assets/english/2016/taxflash-2016--02-r.pdf
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フットウェア及び繊維産業における適格企業を対象とした第 21条所得税優遇措置に関
するアップデート
 

2017年3月13日、財務大臣は、適格とみなされるフットウェアおよび/または繊維産業における従業員を対象とした、第21条

所得税優遇措置に関する政府規則2016年第41号の実施細則である、財務大臣規則 No.40/PMK.03/2017（以下、「財務

大臣規則第40号」）を公布しました。 
 
政府規則2016年第41号では、年間の見積課税所得が5000万ルピア以下の従業員には、第21条所得税の特別最終課税率

2.5%が適用されることが規定されています。実際の年間課税所得が5000万ルピアを超える場合、超過部分にはその年の

12月までを上限として、15%の最終課税率が適用されます。当該優遇措置は2016年7月から2017年12月まで適用されます。 
 
財務大臣規則第40号における主な変更点は以下の通りです。 

 適格とみなされるフットウェアおよび/または繊維産業は、インドネシアの産業分類コードに基づく、財務大臣規則第40

号の付録に記載された産業を指す。これらの産業は、特定要件を満たす場合、第21条所得税優遇措置の適用資格を

有する。 

 当該優遇措置は2016年下半期から適用されるため、2016年1月から6月までの通常税率による第21条所得税額は年

間税額に換算される。 

 依然として通常税率に基づき計算される、2016年7月から2017年3月までの第21条所得税額は、特別税率に基づいて

再計算される。納税額の内、過大納付された部分は、次年度の課税期間にて相殺される。 

 2016年7月から2017年1月までの期間の第21条所得税申告書とともに提出すべき従業員リストのテンプレートは、財務

大臣規則第40号にて指定される。 
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